
【経営ニュース】 
 

中小企業実態基本調査 売上高４．３％減少 

 

中小企業庁はこのほど、「中小企業実態基本調査」の平成１９年調査結果をまとめ

公表した。中小企業基本法第１０条において、中小企業の実態を明らかにするため

の調査・公表が規定されており、中小企業庁は平成１６年度から毎年調査を実施。本

調査報告書は、平成１８年度の中小企業の決算データ等を基に取りまとめたもの。 

この調査によると中小企業の従業員数は２，７５４万人で前年調査から２３８万人

（７．９％）減少している。産業別構成比は製造業が最も多く（２２．１％）、次いでサー

ビス業１８．３％、小売業１５．９％、建設業１２．５％となっている。売上高合計は４７９

兆円（同４．３％減少）１社あたりでは１４５，２百万円（同４０%増加）、同じく１社あたり

の経常利益率は３．３％（同１．４％減少）となっている。また、設備投資実施企業の中

で、投資目的別にみると、「既存事業部門の売上増大」が４０．５％、「既存建物・設備

機器等の維持・補修・更新」が３０．５％と高く、「新規事業部門への進出・事業転換ほ

か等の多角化」は１１．３％（前年比３．７％減少）となっている。従業員数に対する正

社員等の割合を見ると、２０％未満の企業が最も多く（３３６，４千社）、次いで４０～６

０％となった。情報通信や運輸業で正社員等の割合が高い企業が多い。 

 


